


市の補助制度の目的

【事業の目的】

✔ 帯広市内の中小企業等の 労働⼒の確保

✔ 帯広市経済の担い手の 人材確保 や 若年者の定着

企業への支援

地域・個人への支援

✔ 道内の多くの自治体は、「個人への支援」として事業を実施し、市町村と個人（従業員）で補助申請・交付
✔ 帯広市では、「企業への支援」に重きをおくため、市と企業で補助申請・交付を⾏う特⾊がある。
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市の補助制度の考え⽅

従業員

学生時代
など

（独法）
日本学生支援機構 など

市内企業
など

帯広市

② 奨学⾦債務を
持ちながら就職

③ 従業員が奨学⾦を返済

④ 企業が支援

⑤ 市が企業に補助

※ 採用する前に
規則を規定など

① 生徒・学生の時などに、「奨学⾦」を借⼊れ

3



市の補助制度の考え⽅

4

奨学⾦の返済を⾏う従業員への 『支援』

支援者
C

支援者
D

支援者
A

支援者
B

支援制度の創設（就業規則、個別規則、内部の意思決定 など）

【帯広市の補助】

市から企業への補助額は、
２名※相当分の⾦額で算定

奨学⾦の返済を⾏う従業員の 『面接』 ・ 『採用』

【企業の支援】

補助対象者
２名※を登録

支援対象者

C
支援対象者

D

補助対象者数（2名※）と
企業の支援者数は別の概念

※ ４名採用時

R7.4.1以降採⽤の
従業員が対象

※ １年あたりの新規登録者数は２名。



従業員１名の流れ（ひな形）

初年度

認定申請
交付申請

２年目

認定申請
交付申請

３年目

認定申請
交付申請

４年目

認定申請
交付申請

５年目

認定申請
交付申請

面
接

支
援
制
度
の
創
設

採
用

通算 ５年（60月）

１年間の流れ

認定申請
支援計画の提出

４月〜９月
（R８からは4月中）

交付申請
実績報告の提出

翌３月

従業員
への支援

４月〜翌３月

補助⾦
交付

翌４〜５月

従業員に支給した（または代理返済）
実費分を補助 ※翌4月⼊⾦分は対象外

R7.4.1〜採用

毎年度、認定申請が必要

補助⾦の申請フロー

毎年２名まで新規登録
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制度概要

年間
補助上限額

12万円/名

補助対象期間

60月/名

年間新規登録
補助対象者

2名まで

市の補助対象

市内
中小企業等

（法人等含む）

最大補助額

60万円/名

最大同時
補助対象者

10名程度

就業規則
などの支援ルール

必要

補助率

企業支援額の
1/2

企業等の支援

市⺠ かつ
新規採用者
（中途採用含む）

基本要件従業員要件企業要件

基本要件基本要件基本要件

基本要件基本要件基本要件
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制度概要

補助対象期間

60月/名

年間新規登録
補助対象者

2名まで

最大補助額

60万円/名

最大同時
補助対象者

10名程度

企業等の支援

市⺠ かつ
新規採用者
（中途採用含む）

従業員要件

基本要件基本要件

基本要件基本要件

補助率

企業支援額の
1/2

基本要件

年間
補助上限額

12万円/名

基本要件

市の補助対象

市内
中小企業等

（法人等含む）

企業要件

就業規則
などの支援ルール

必要

基本要件

7



企業要件（市内中小企業等）

○ 本制度における「中小企業」は、中小企業基本法における定義によって判断。「小規模企業者」も本制度の対象
○ 中小企業「等」の対象は、個人事業主、社会福祉法人、医療法人、学校法人、特定非営利活動法人など

【中小企業の範囲 など】

どちらかに該当すれば中小企業

本制度の対象企業は、市内に本店を有する企業（「市⺠」要件あり）

対象 ○ ︓ 市内に本店がある企業の他町村の支店、市内で登記または開業するフランチャイズ店

対象 × ︓ 市内に支店があり市外が本店の企業、市外のフランチャイズ本部が運営する市内の直営店

【市内要件】
（出典︓中小企業庁HP）
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制度概要

補助対象期間

60月/名

年間新規登録
補助対象者

2名まで

最大補助額

60万円/名

最大同時
補助対象者

10名程度

基本要件基本要件

基本要件基本要件

補助率

企業支援額の
1/2

基本要件

年間
補助上限額

12万円/名

基本要件

市の補助対象

市内
中小企業等

（法人等含む）

企業要件

企業等の支援

市⺠ かつ
新規採用者
（中途採用含む）

従業員要件

就業規則
などの支援ルール

必要

基本要件
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従業員要件（市⺠・新規採用者）

○ 本制度における市の補助対象（企業の支援対象）は市⺠（住⺠票で確認）

○ よって、近隣町村から帯広市内に勤務する方は対象外

【市⺠】

本制度における新規採用者の概念は、以下のとおり

○ 新規卒業者（高卒、短大卒、高専卒、大卒、専修学校（専門課程）卒、大学院卒 など）

○ 中途採⽤者（中途退学者）

○ 中途採⽤者（新卒後、中途退学後に間をおいて就職（前職なし））

○ 中途採⽤者（転職）

× 令和７年４月１日より前から在籍する従業員

【新規採用者】
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制度概要

補助対象期間

60月/名

年間新規登録
補助対象者

2名まで

市の補助対象

市内
中小企業等

（法人等含む）

最大補助額

60万円/名

最大同時
補助対象者

10名程度

企業等の支援

市⺠ かつ
新規採用者
（中途採用含む）

従業員要件企業要件

基本要件基本要件

基本要件基本要件

補助率

企業支援額の
1/2

基本要件

年間
補助上限額

12万円/名

基本要件

就業規則
などの支援ルール

必要

基本要件
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企業の支援額 18万円

帯広市の補助額 9万円

従業員の奨学⾦返済額 18万円

《本人負担が生じないケース》

企業支援額×1/2

企業の負担額 9万円

従業員の
返済債務

企業の
返済支援

帯広市の
支援補助

企業の支援額 12万円

帯広市の補助額
6万円

従業員の奨学⾦返済額 18万円

《本人負担が生じるケース》

企業支援額×1/2

企業の負担額
6万円

従業員の
返済債務

企業の
返済支援

帯広市の
支援補助

従業員の負担額
6万円

従業員の負担額
6万円

企業の支援額 30万円

帯広市の補助額
12万円

従業員の奨学⾦返済額 30万円

《市の補助額が上限となるケース（本人負担なし）》

企業支援額×1/2

企業の負担額 18万円

従業員の
返済債務

企業の
返済支援

帯広市の
支援補助

企業の支援額 30万円

帯広市の補助額
12万円

従業員の奨学⾦返済額 36万円

《市の補助額が上限となるケース（本人負担あり） 》

企業の負担額 18万円

従業員の
返済債務

企業の
返済支援

帯広市の
支援補助

従業員
6万円

補助上限額

企業支援額×1/2

補助上限額

従業員
6万円

企業の返済支援額が、従業員の返済⾦額と同じ場合 企業の返済支援額が、従業員の返済⾦額を下回る場合

企業の返済支援額が、24万円を超える場合 企業の返済支援額が、24万円を超える場合

基本要件（補助率と補助上限額） ※ 返済額は例⽰
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制度概要

補助対象期間

60月/名

年間新規登録
補助対象者

2名まで

最大補助額

60万円/名

最大同時
補助対象者

10名程度

基本要件基本要件

基本要件基本要件

補助率

企業支援額の
1/2

基本要件

年間
補助上限額

12万円/名

基本要件

就業規則
などの支援ルール

必要

基本要件
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市の補助対象

市内
中小企業等

（法人等含む）

企業等の支援

市⺠ かつ
新規採用者
（中途採用含む）

従業員要件企業要件



制度概要

年間
補助上限額

12万円/名

年間新規登録
補助対象者

2名まで

市の補助対象

市内
中小企業等

（法人等含む）

最大補助額

60万円/名

最大同時
補助対象者

10名程度

企業等の支援

市⺠ かつ
新規採用者
（中途採用含む）

従業員要件企業要件

基本要件基本要件

基本要件基本要件

補助率

企業支援額の
1/2

基本要件

補助対象期間

60月/名

基本要件

就業規則
などの支援ルール

必要

基本要件
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基本要件（補助対象期間）

返済・支援時期 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

企業の支援 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

2年目 3年目 4年目 5年目 6年目

12 12 12 12 6

採用 返済開始

【ひな形のケース】 あわせて60月

返済・支援時期 10月 11月 12月 1月 2月 3月

従業員の返済 返 返 返 返 返 返

企業の支援 1 2 3 4 5

4月

6

【補助年度がずれ込むケース】

１月遅れの場合
（翌月の給与で支払等）

市の補助制度は、当該年度
（４⽉〜翌３⽉）の期間に
実際に支援した経費が対象

従業員の３月返済分への
支援分は、翌年度の補助対象へ

【ポイント】 企業が支援した「月」をカウントし、あわせて60月になるまで市の補助が可能

【ポイント】 企業が支援した「月」ベースのため、従業員の返還分とイコールにならないケースも生じうる

認定申請（後述）からではない
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基本要件（補助対象期間）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

3年目 4年目 5年目 6年目

12 12 12 12

【企業の支援が一時停止するケース】

育児休業

育休などで企業の支援が停止する場合 補助対象期間のカウントも停止

【ポイント】 企業の支援が一時的に停止する場合は月数の進⾏も停止し、支援再開から⽉数のカウントも再開

B社

12月分 12月分 12月分 対象外

【転職等があるケース】

【ポイント】 補助対象期間は、従業員個人で通算する（市が台帳管理します。）

A社

12月分 12月分

あわせて60月

転職

1年目

6
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制度概要

年間
補助上限額

12万円/名

年間新規登録
補助対象者

2名まで

市の補助対象

市内
中小企業等

（法人等含む）

最大同時
補助対象者

10名程度

企業等の支援

市⺠ かつ
新規採用者
（中途採用含む）

従業員要件企業要件

基本要件

基本要件基本要件

補助率

企業支援額の
1/2

基本要件

補助対象期間

60月/名

基本要件

最大補助額

60万円/名

基本要件

就業規則
などの支援ルール

必要

基本要件
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基本要件（最大補助額）

従業員A
R7 R8 R9 R10 R11 R12

月数 12月 12月 12月 12月 12月 ―

補助額 12万円 12万円 12万円 12万円 12万円 ―

累計 12万円 24万円 36万円 48万円 60万円 ―

○ 本制度における補助⾦額は、補助対象者（企業が申請・登録した支援対象者）あたり、最大で60万円
○ 年間補助上限額12万円/年、補助対象期間最大60月より優先される。

【「最大補助額」と「年間補助上限額」等】

（ひな形のケース）

従業員A
R7 R8 R9 R10 R11 R12

月数 12月 12月 6⽉ 6⽉ 12月 12月

補助額 12万円 12万円 12万円 12万円 12万円 0万円

累計 12万円 24万円 36万円 48万円 60万円 60万円

（考えられるケース）

60月の上限と、
60万円の上限がイコールになる

企業が毎月支援し、
市の上限額まで制度を活用する場合

・ １年間休業等により企業支援を停止
・ 6か月分の支援額が市の上限額に達する

48月経過時点で、
市の上限額60万円

補助対象期間が残っ
ていても、補助なし
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制度概要

年間
補助上限額

12万円/名

市の補助対象

市内
中小企業等

（法人等含む）

最大補助額

60万円/名

企業等の支援

市⺠ かつ
新規採用者
（中途採用含む）

従業員要件企業要件

基本要件基本要件

補助率

企業支援額の
1/2

基本要件

補助対象期間

60月/名

基本要件

年間新規登録
補助対象者

2名まで

最大同時
補助対象者

10名程度

基本要件基本要件

就業規則
などの支援ルール

必要

基本要件
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基本要件（新規登録補助対象者）

【対象者が２名までの場合】 【対象者が３名以上の場合】

従業員
A

従業員
C

従業員
B

従業員
A

従業員
C

従業員
B

従業員
A

従業員
B

従業員
A

従業員
B

【基本的な考え方】

奨学⾦の返済支援をする従業員
が２名の時は、いずれも補助対象

奨学⾦の返済支援をする従業員
が３名以上の時は、補助対象として２名を選択

【ポイント】 ２名分を積算して補助。３名以上の支援を否定するものではない
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R7 R8 R9 R10 R11

R7採用 A

R12 R13

R7採用 B

R8採用 C
R8採用 D

R8採用 E
R9採用 F

R8採用 E

単年度あたり
２名まで補助

３名以上を
採用する時は
２名を選択

翌年度に対象
とすることも可能

10名
同時補助
※ 例外あり

１人あたり
最大60月まで

⻑期休暇

休暇による
中断も可能

基本要件（最大同時補助対象者）

【経年の流れのイメージ】

【最大同時補助対象者】 10名程度

【新規登録補助対象者】 ２名
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制度概要

年間
補助上限額

12万円/名

市の補助対象

市内
中小企業等

（法人等含む）

最大補助額

60万円/名

企業等の支援

市⺠ かつ
新規採用者
（中途採用含む）

従業員要件企業要件

基本要件基本要件

補助率

企業支援額の
1/2

基本要件

補助対象期間

60月/名

基本要件

年間新規登録
補助対象者

2名まで

最大同時
補助対象者

10名程度

基本要件基本要件

就業規則
などの支援ルール

必要

基本要件
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基本要件（就業規則等の支援ルール）

【制度活用にあたっての整備等の順序】

【ポイント】 企業が支援ルールを設定し、その支援内容を「採用面接時」に伝えることが重要

企業の支援制度1 就業規則、個別規程、内部的な意思決定

採用面接２ 企業の支援内容の説明

採用３

認定申請４ 就業規則、個別規程等の提出

交付申請５ 支援の証明（一筆、給与明細上で確認 等）

規程がある場合は
事前確認

交付申請時に
⽰していただく

【R7のみ】 認定申請期間（R7.4〜R7.9）にルールを整備すれば、補助対象になります。
23

「ビズロケとかち」への登録も必須です。

R7.4.1以降



企業における従業員への返済支援制度（ルール）

○ ルール化にあたっては、

・ 「就業規則」、「社内規程」等を規定

・ 明確な規程を設けず「労働契約書で明記」

などの方法が考えられます。

○ 就業規則の規定が法定される企業等は、
認定申請時に就業規則や社内規則を提出
いただきます。

○ 市では、就業規則等の規定に係る参考例
を提供していますので、参考にしてください。

【ポイント】 採用をする前に、企業において従業員への返済支援制度（ルール）が必要

【ポイント】 R７に限って、認定申請期間（４月〜９月）に規定することで、4月以降の採用であれば対象

（参考例）
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帯広市 奨学⾦返済支援補助⾦ 【要件一覧】

✓ 中小企業、個人事業主 等

✓ 帯広市内に主たる事業所
（本店）を有している

✓ 帯広市の「ビズロケとかち」に
登録している

✓ 就業規則等で奨学⾦返済
支援制度を規定している
（従業員10人以上）

✓ 奨学⾦の返済支援について、
規則、労働契約書、代表者
の書面、給与明細等で証明
できる（従業員9人以下）

✓ 市税の滞納がない

✓ 風俗営業等の規制及び業務
の適正化等に関する法律に
規定する営業を⾏う者ではない

✓ 帯広市暴⼒団排除条例に規定
する暴⼒団等ではない

企業の要件

✓ 帯広市⺠

✓ R7.4.1以降に採用

✓ 新卒または中途採用

✓ 年齢要件なし

✓ 期間の定めのない労働契約

✓ 雇用保険の被保険者

✓ 貸与型の奨学⾦がある

✓ 帯広市の補助制度を通算で
60月受けていない

✓ 他の自治体等の助成制度を
活用していない

✓ 本事業を利用するための転職
（同一企業への採用を含む。）
をしていない

✓ 企業が⾏う申請について、個人
情報等を帯広市に提供すること
に同意している

従業員の要件

✓（独）日本学生支援機構、
地方公共団体等が貸与

✓ 大学等の在籍中に借⼊れ

✓ R7.4.1以降に企業から返済
支援を受けている

✓ 企業による代理返済も可

✓ 返済の滞納がない

奨学⾦の要件

『必要書類』 については、

○ 認定申請時

・・・ 第１号様式

○ 交付申請（兼実績報告）時

・・・ 第５号様式

の裏面に記載しています。

HPに掲載
25



その他の事項
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奨学⾦の返済支援を⾏う企業のリスト化

✔ 制度の開始にあたり、従業員への返済支援を⾏う企業を「リスト化」して、ホームページ等で広報していきます。
✔ 未掲載の企業も、本制度の補助対象になりますが、事業と企業のPRになりますので、是非掲載をご検討ください。

帯広市ホームページ

バナーによって
周知に努めます

企業リスト

企業紹介（ビズロケとかち）

ビズロケとかちの
企業紹介にリンク

押下して遷移

※ 巻末でご紹介します。 27



求職者向けリーフレット ・ 積極的な活⽤のお願い

【求職者向けリーフレット】
（市ホームページ）

✔ 各企業のホームページで掲載・リンクを貼っていただくなどし、積極的な周知をお願いします。
✔ 業界研究等で興味を⽰す学生や転職希望者等に対して、積極的にご周知いただくことをお勧めします。 28



市ホームページ・コンテンツのご案内

帯広市 奨学⾦返済支援補助⾦
【市ホームページ】

✔ 本日はご案内しきれない、詳細な交付要件や申請書類、よくある質問（FAQ）などを掲載しています。
✔ 本制度を活用される企業、今後活用を検討される企業は、是非ご覧ください。

バナーで分かりやすくご案内
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本日ご紹介する施策

●・・・・ 人材マッチングサイト
「ビズロケとかち」

●・・・・ 移住就職応援プラン

●・・・・ 移住支援⾦

帯広市
労働⾏政施策
（UIJターン者向け）
obihiro - city

30



市が運営する人材マッチングサイト 「ビズロケとかち」

✔ 登 録 企 業 者 ︓ 4 4 4 社
✔ 登 録 求 職 者 ︓ 7 0 6 人
✔ 新 規 求 職 者 ︓ 2 0 9 名 （ R 6 ）
✔ 利 用 料 ︓ 完 全 無 料

概 要

主な機能

“十勝で働きたい人 ” に “直接 ” ア プ ロ ー チ が 可 能 “企業紹介記事 ” を ⾒ て “直接 ” 求 職 者 か ら ア プ ロ ー チ ”

（ R 7 . 4 現 在 ）
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制度概要

【対象者】
○ 道外の移住希望者
○ 道内の移住希望者

【対象地域】
○ 十勝全域

十勝での就職活動の旅費を支援する 「移住就職応援プラン」

○ 企業の様々なニーズにお応えします︕
✔ オンラインではなく直接面接をしたい
✔ 一度、勤務地を⾒にきてほしい
✔ 十勝の「冬」を少しでも体験してほしい

採用に向けた就職活動であれば活用可能です。

○ 「ビズロケとかち」登録企業は、交渉中の求職者に、
「移住支援⾦」や本プランをご案内することで、
十勝の就職には様々なサポートがあることを伝える
ことができますので、積極的にご案内ください。

【実績等】
○ 毎年、40名程度の利用者
○ 求職者・求人企業ともに

非常に高い評価をいただいている。

道内

道外

○ 求職者が「ビズロケとかち」に登録して30日以上経過

○ 求人企業が「ビズロケとかち」に登録しているかは任意（推奨）

○ 本制度の狙い
✔ 求職者等に、「現地を⾒てもらう」ことでミスマッチが生じにくくなる。
✔ 「内定」を必須条件としないので、お気軽に利用可能

○ 補助額例︓ 50,000円（単身・道外） 90,000円（世帯・道外）

※ 本プランの申込者は求職者。企業の負担はなし

支給要件 効果的な活用

十勝

帯広市独自事業 【補助内容】
「ビズロケとかち」に登録する求職者が、
十勝の企業を訪問する旅費を補助

32



東京一極集中を是正する国の政策 「移住支援⾦」

制度概要

※ 移住先が帯広以外
の場合は、各町村で対応

東京
圏

主な要件（就業型） 支援額

帯広

４つの類型

【対象者】
○ 東京圏の移住希望者

【対象地域】
○ 帯広市

国・道・市事業 ○ 起業型 ・・・ 起業

○ 就業型 ・・・ 就業

○ テレワーク型 ・・・ テレワークをしながら移住

○ 関係人口型 ・・・ 一次産業の企業 等

企業や法人に関係する類型は、概ね就業型

対象になりそうな求職者がいる場合、後押しに
なりうるので、積極的にご案内することを推奨

【移住元】
① 東京23区内に在住 または 東京23区内に勤務
② ①の期間は、直近10年中5年 かつ 直近１年

【移住先】
① 帯広市に５年以上、連続して居住すること
② 雇用された企業で１年以上就労すること
③ 就労先の企業が北海道のマッチングサイトに登録すること

※ 本制度の申込者は求職者。詳細はお問い合わせください。

【単身での移住】 60万円

【世帯での移住】 100万円
＋30万円（18歳未満の世帯員あたり）

移住就職
応援プラン

ビズロケ
とかち

移住
支援⾦

帯広市の
就労パッケージ

是非、
ご活用ください︕
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他事業のパンフレット等のご案内 ・ 戦略的な活用のご提案

New

【ビズロケとかち】
仕事を探す

【移住就職応援プラン】
仕事探しに訪問する

【移住支援⾦】
東京圏なら支援あり

【奨学⾦返済支援補助⾦】
奨学⾦があれば支援・補助

【パンフレットまとめ】
十勝を知る

or
and

✔ 市では、市内企業の雇用の安定化に向け、様々な取組を実施しています。

✔ 特に、管外（道内・道外）からの移住者に向けた取組を多く実施しています。

✔ ⾏政ならではの、⼊口から移住後まで、『ワンストップ』の支援がポイントです。

✔ 是非、市の取組にご理解をいただき、十勝に興味をもち接点をもった方々へ、
積極的に、戦略的に活用いただけますようお願いします。

34
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ご清聴ありがとうございました。

【お問い合わせ】
帯広市 経済部 商業労働課 労働消費係
TEL︓0155-65-4168
E-mail︓commerce@city.obihiro.hokkaido.jp

個別質問フォームはこちら→


